
平
成
二
十
五
年
七
月
二
日
受
領

答

弁

第

一

一

七

号

内
閣
衆
質
一
八
三
第
一
一
七
号

平
成
二
十
五
年
七
月
二
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

伊

吹

文

明

殿

衆
議
院
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国
内
サ
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課
税
に
関
す
る
質
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に
対
し
、
別
紙
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を
送
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す

る
。



衆
議
院
議
員
小
池
政
就
君
提
出
Ｉ
Ｔ
企
業
の
国
内
サ
ー
ビ
ス
へ
の
課
税
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
か
ら
三
ま
で
に
つ
い
て

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
を
通
じ
て
国
外
か
ら
行
わ
れ
る
役
務
の
提
供
等
に
対
す
る
付
加
価
値
税
に
つ
い
て
、
経
済
協
力
開
発

機
構
（
以
下
「
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
」
と
い
う
。
）
租
税
委
員
会
は
、
当
該
役
務
等
の
受
領
者
の
所
在
地
国
に
お
い
て
課
税
す
る
こ
と

を
勧
告
し
て
お
り
、
欧
州
連
合
（
以
下
「
Ｅ
Ｕ
」
と
い
う
。
）
加
盟
国
に
お
い
て
は
、
こ
う
し
た
勧
告
に
沿
っ
た
制
度
が
導

入
さ
れ
て
い
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

現
在
、
我
が
国
の
消
費
税
制
度
に
お
い
て
は
、
役
務
の
提
供
が
行
わ
れ
た
場
所
が
明
ら
か
で
な
い
取
引
に
つ
い
て
は
、
当

該
役
務
の
提
供
を
行
う
者
の
事
務
所
等
の
所
在
地
で
行
わ
れ
た
も
の
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等

を
通
じ
て
国
外
か
ら
行
わ
れ
る
役
務
の
提
供
等
は
、
国
外
取
引
と
し
て
消
費
税
は
課
税
さ
れ
て
い
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
租
税
委
員
会
に
お
け
る
議
論
や
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
制
度
も
参
考
に
、
こ
う
し
た
取
引
に
対
す
る
消
費
税
の
課
税
や
徴

収
の
在
り
方
に
つ
い
て
技
術
的
、
専
門
的
な
論
点
も
含
め
検
討
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
経
済
活
動
に
対
す
る
課
税

の
中
立
性
や
公
平
性
、
適
正
な
税
務
執
行
の
確
保
等
の
幅
広
い
観
点
か
ら
引
き
続
き
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。


